
 

 
 
今後、新型コロナウイルス感染症のさらなる拡大が心配される中、その防止対策として多くの企業でテレワークの導

入が進行しています。テレワークの中心は在宅勤務ですが、これを導入するにあたっては、適用対象者や手続のしか
た、労働時間の算定方法等、事前に決めておかなければならないことも多く、「在宅勤務規程」の整備が必要になりま
すので、下の「在宅勤務規程作成上のポイント」を参考にしてください。 

在宅勤務規程作成上のポイント 

①適用対象者を定める 
（適用対象者） 
第●条（適用対象者） 
 在宅勤務制度の適用対象者は、次の条
件を満たし、会社の承認を得た者とす
る。 

（１）在宅勤務の申請時点で、勤続○年
以上の者 

（２）在宅勤務に適した業務に従事して
いる者 

（３）勤務態度が良好な者 
②手続き方法を定める 
第●条（手続） 
 在宅勤務制度の適用を受けようとする
者は、次の事項を記載した所定の申請
書を所属長を通じて提出し、会社の承
認を得なければならない。 

（１）氏名および所属部署 
（２）在宅勤務で行う業務の具体的内容 
（３）在宅勤務の予定期間 
（４）在宅勤務期間中の会社との連絡方 

法 
（５）その他必要な事項 

③労働時間の算定方法を定める 
第●条（労働時間） 
 在宅勤務により就業した日は、就業規
則の定める所定労働時間を勤務したも
のとみなす。 

２ 前項の規定にかかわらず、業務を遂
行するために所定労働時間を超えて労
働することが必要な場合は、所定の様
式により、事前に所属長に届け出て許
可を得なければならない。 

３ 休憩時間は、就業規則の定める休憩
をとったものとみなす。 

④費用の負担を定める 
第●条（費用の負担） 
 在宅勤務により発生する光熱費、通信
費その他の費用は、原則として本人負
担とする。 

⑤その他 
第●条（報告） 
 在宅勤務者は、業務の進捗状況を少な
くとも １日○回、所定の方法により会
社に報告しなければならない。 

第●条（出社） 

 会社は業務上必要があるときは、在
宅勤務中の者に出社を命ずることが
ある。この場合、在宅勤務者は正当
な理由なくこれを拒むことはできな
い。 

第●条（復帰） 
 在宅勤務者が次の各号のいずれかに
該当するときは、通常の勤務形態に
復帰するものとする。 

（１）在宅勤務期間が終了したとき 
（２）在宅勤務期間の終了前に在宅勤

務者本人から復帰の申請があり、
会社がこれを認めたとき 

（３）在宅勤務期間の終了前に、業務
の都合上その他の理由から、会社
が在宅勤務からの復帰を命令した
とき 

第●条（機密保持） 
 在宅勤務者は、業務上知り得た機密
や顧客情報等に関する規則を遵守
し、適切な機密管理を行うととも
に、その一切の責任を負わなければ
ならない 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和2年4月2日              キリン通信         （ VOL ．８４８） 

キリン社会保険労務士事務所  特定社会保険労務士 入来院 重宏 
〒184－0004  東京都小金井市本町1－6－2メゾン・ド・小金井301  ＴＥＬ042－316－6420 

在宅勤務規程のポイント 

 

新型コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の特例措置の拡大 

特例以外の場合の 

雇用調整助成金 

新型コロナウイルス感染症特例措置 

（参考）リーマンショック時 
現行（一般的な場合） 

緊急対応期間 

(4月1日から6月30日まで) 

感染拡大防止のため、この期間中

は全国で以下の特例措置を実施 

経済上の理由により、事業活

動の縮小を余儀なくされた

事業主 

新型コロナウイルス感

染症の影響を受ける事

業主（全業種） 

新型コロナウイルス感染症の影響

を受ける事業主（全業種） 

経済上の理由により、事業活

動の縮小を余儀なくされた

事業主 

生産指標要件（3か月10％

以上低下） 

生産指標要件緩和（1か

月10％以上低下） 

生産指標要件緩和（1 か月５％以

上低下） 

生産指標要件緩和（3 か月

５％以上低下） 

雇用保険の被保険者が対象 据え置き 
雇用保険被保険者でない労働者の

休業も助成金の対象に含める 
雇用保険の被保険者が対象 

助成率 

2／3(中小)、1／2(大企業) 
据え置き 

4／5(中小)、2／3(大企業) 

解雇等を行わない場合は 9／

10(中小)、3／4（大企業） 

4／5(中小)、2／3(大企業) 

解雇等を行わない場合は9／

10(中小)、3／4（大企業） 

計画届は事前提出 

計画届の事後提出を認

める（1月24日～5月

31日まで） 

計画届の事後提出を認める（1 月

24日～６月30日まで） 

やむを得ないと認められる

場合は、事前に提出があった

ものとみなす 

1年のクーリング期間が必要 クーリング期間の撤廃 同左 クーリング期間の撤廃 

6か月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件の撤廃 同左 被保険者期間要件の撤廃 

支給限度日数 

1年100日、3年150日 
同左 同左 ＋ 上記対象期間 3年300日 

１ 上記の拡充にあわせて、短時間一斉休業の要件緩和、残業相殺の停止、支給迅速化のための事務処理体制の強化、手
続きの簡素化も行うこととする。 

２ 教育訓練が必要な被保険者について、教育訓練の内容に応じて、加算額を引上げる措置を別途講じる。 
※ 雇用調整助成金については、キリン通信845号を参照してください。 


